
平成２３年度　政府予算案（大阪府商工労働部関係）の決定内容
平成23年2月21日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	Ⅰ　中小企業施策について

１．中小企業振興対策の強化

◇中小企業への円滑な資金供給を図るための制度の拡充等
◇景気対応緊急保証制度終了後の

　対応

	◆予算項目以外の状況

・【今後の中小企業の資金繰り支援策について（来年度以降）】

中小企業からのニーズが高まっている借換保証や条件変更への積極対応に加えて、景気対応緊急保証制度の終了による「セーフティネット保証」への円滑な制度変更に万全を期するため、来年度上半期の業種基準は、現行の景気対応緊急保証の業種基準を更に緩和して適用。

・平成23年3月末に期限を迎える「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律」（中小企業金融円滑化法）を、平成24年3月末まで1年間延長する。
	

	◇保証協会の経営基盤の強化等


	◆概算要求の状況　中小企業庁
○資金繰り対策等による中小企業の経営の安定化

· 資金繰り支援の万全の実施

　　政府系金融機関の経営基盤の強化

　　（全）１８３億円（H22　１５６億円）

信用保証協会の経営基盤の強化

    （全）　81億円（H22　　81億円）
	（全）１５２億円

（全）　81億円
	

	◇貸金業の規制緩和特区の創設

	◆予算項目以外の状況

・特区申請については対応不可とされたが、「借り手優位のセーフティネット」としての相談支援の部分は、府独自で対応。

・「借りる機会の拡大」に係る具体的な制度の創設は見受けられない。
	

	２．中小企業の経営安定化等の対策強化

　◇下請中小企業対策の強化


	◆概算要求の状況　経済産業省、公正取引委員会
○下請取引の適正化の推進

(1)　経済産業省（中小企業庁）

（全）６.５億円　（Ｈ２２　7.７億円）

・下請代金支払遅延防止法の厳正な運用、周知徹底及び下請取引に係る相談体制の強化、官公需情報の提供の充実等による取引適正化の推進

・下請かけこみ寺の整備

・インターネット上で受発注事業者間の取引あっせんを行う

　システム（ビジネス・マッチング・ステーション）の運営

(2)　公正取引委員会

（全）８９億円　（Ｈ２２　９０億円）

・厳正かつ実効性のある独占禁止法の運用

・中小企業に対する不利益行為の取締り強化等
	(1)　経済産業省

（全）６.５億円

(2)　公正取引委員会

（全）８９億円


	

	
	
	
	

	３．成長関連施策の大阪への集中投資等

　◇新エネルギー産業施策の大阪への集中

　　投資
	◆概算要求の状況　資源エネルギー庁
○「次世代エネルギー技術実証事業」

（全）　32．0億円
	
	

	　◇バイオ関連施策の大阪への集中投資


	◆概算要求の状況　文部科学省
○地域イノベーションクラスタープログラム

（全）９３億5,900万円　（H22）１２０億6,500万円

　※Ｈ22年度より、知的ｸﾗｽﾀｰ創成事業が再構築され、「ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ整備事業」内の「地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｸﾗｽﾀｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」として実施

○イノベーション成長戦略実現支援プログラム（新規）

　（全）20億円

　　・知のネットワーク構築支援（コーディネータの配置）

　　・地域の戦略実現のための人材育成

　　・地域の研究機関等での設備共用化支援　など
	（全）91.6億円

（全）19億円

	

	　◇ものづくり中小製造業等に対する

　　研究開発支援制度の充実等


	◆概算要求の状況　経済産業省
○戦略的技術支援事業のうち戦略的基盤技術高度化支援事業

（全）１５０．０億円（Ｈ２２当初　１５０．１億円）　

※別途Ｈ２２年度予備費により１００億円確保

我が国製造業の国際競争力の強化と新たな事業の創出を目指し、「特定ものづくり基盤技術」の高度化に資する中小企業の研究開発から試作まで含む取組を支援する。
	（全）１５０．０億円
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	Ⅱ　雇用施策について

１．緊急的な雇用対策

　◇「ふるさと雇用再生特別基金事業」等の

　の弾力的な運用、「重点分野雇用創造事業」の実施年度の延長
	◆予算項目以外の状況
・「重点分野雇用創造事業」について、平成2３年度（一部は平成24年度）まで実施期間を延長


	

	　◇離職に伴う住居喪失者への緊急的な

　　住宅確保
	◆概算要求の状況　厚生労働省
―

（ハローワークにおける住宅手当申請書類の作成支援など）
	―

（(全)12億円）
	

	◇雇用・就労対策への地方公共団体の就労支援機関や民間団体の活用
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○民間を活用した求職活動の促進（就職活動準備事業）

（全）11億円
	（全）５億円
	

	２．雇用・就労対策の充実

　◇若年者雇用支援施策へのジョブ･カフェや民間団体の活用等


	◆概算要求の状況　厚生労働省
―

※国として、「 若年者の就職促進、自立支援対策事業」を、

　ハローワークを拠点として実施
（全）４３７億円（H22　２９９億円）

　　・新卒者、既卒者の就職支援
　　・フリーター等の正規雇用化の推進
　　・就業実現に向けた学校教育段階からの支援の推進
	―

（(全)313億円）


	

	◇障がい者への雇用対策の強化
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障害者に対する就労支援の推進

（全）162億円（Ｈ22　153億円）

　・雇用率達成指導、地域の就労支援の強化等
　・障害特性や働き方に応じた支援策の充実・強化
	（全）162億円
	

	
	
	
	

	◇「高年齢者就業機会確保事業費等

　　補助金」交付制度の改正　　　


	◆予算項目以外の状況

・「高年齢者就業機会確保事業費等補助金」交付制度ついて、厚生労働省と協議。現行の交付基準を緩和するのは困難との回答。


	

	３．勤労者福祉の向上

　◇所定外労働時間の削減、賃金不払い残業

　　の解消、労働関係法令の周知徹底や事業主に対する助言･指導の強化等
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○労働関係法令の履行確保等

（全）156億円（H21  119億円）


	（全）181.7億円
	

	◇　地域別最低賃金の引上げ


	◆概算要求の状況　厚生労働省
（全）６８億円（H２１　6.6億円）


	（全）５６億円
	

	
	◆予算項目以外の状況

・地域別最低賃金(大阪)の引き上げ　762円⇒779円
	

	◇派遣労働者の雇用の安定に向けた取組

　  の一層の強化
	◆予算項目以外の状況

・製造業への派遣禁止などを盛り込んだ改正労働者派遣法を国会において審議中
	

	◇介護労働者の賃金･労働条件の引き上げ

　　など 
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○介護分野の雇用支援等
（全）127億円（Ｈ22　149億円）
	（全）104億円
	

	◇実効ある次期建設雇用改善計画の策定　など
	◆予算項目以外の状況

・国の労働政策審議会において、第８次建設雇用改善計画について審議中
	

	４．職業能力開発制度の充実

◇訓練手当の支給要件の弾力的運用、委託

　訓練事業の国委託費への職員人件費の

　算入など


	◆予算項目以外の状況

・訓練手当の弾力的運用について、厚生労働省に要望するものの、所得要件を統一することは、社会的弱者の方に所得要件を課すこととなり、改正は困難であるとの回答。

・委託訓練にかかる国の委託費については、23年度から新たに職員人件費を算入

　（各都道府県　４６１万円）


	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	５. 職業能力開発促進センター（ポリテク
　　センター）の移管


	◆予算項目以外の状況

・同センターの地方移管条件等を定めた（独法）雇用･能力開発機構法廃止法案が、国会において審議中

	

	６．あいりん地域対策の強化

◇日雇労働者の雇用環境等の改善　など

	◆予算項目以外の状況

・あいりん地域における就労経路の適正化を強化するため、あいりん労働公共職業安定所において、地域で求人活動を行なう事業所に対して、関係法令の遵守について、啓発活動を実施
	

	７．ホームレスの人等の就労自立支援等


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○貧困・困窮者の「絆」再生事業

　（全）７６億円（H22　３２億円）

　※事業の組み換え（H22　ホームレスの自立支援の推進）
	※22年度補正予算

貧困・困窮者の「絆」

再生事業

（全）100億円
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
1　／　3

